
 

法務的側面から考える 

海外取引に係る『源泉所得税』の基礎 

早稲田大学法学部卒業。2005 年弁護士登録。同年、鳥飼総合法律事務所入所、多数の税務訴訟、審査請求で代理人を務

める。その後、平成 22年 7月～平成25年 7月までの3年間、任期付公務員として、国税審判官の職務に従事し、多数の審

査請求事件を担当する。平成 27 年鳥飼総合法律事務所パートナー、平成 28 年和田倉門法律事務所参画。税務訴訟、審

査請求はもちろん、タックス・プランニング、税務調査対応など幅広い分野で、アドバイスを行っている。 

最近の税務調査では、海外取引に係る源泉所得税が重点的な調査項目となっており、先ごろも源泉所得税に関して巨額の追徴がされた旨が報道さ

れました。しかしながら、取引の基本となる契約書を作成する際、源泉所得税の検討が不十分であったため、調査担当者から、契約書の不備を指摘さ

れることが少なくありません。また、取引をめぐる法律関係を誤って理解した調査担当者から、不適切な指摘を受け、それを十分に検討することなく、受け

入れてしまったというケースも散見されます。このように、税務執行の現場では、法務的な観点から、源泉所得税の検討を迫られることは少なくありませ

ん。また、税務争訟でも、源泉所得税をめぐる争いの焦点は概して前提となる法務的な問題です。そこで、本セミナーは、法律から、海外取引に係る源

泉所得税の基礎を学ぶことで、源泉所得税に対する法務的なアプローチを習得することを目指します。 

講  師 

 

●日 時●  ２０１６年 １２月２日（金）１３：００～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 

～税務執行・争訟実務における法務的なアプローチの重要性を踏まえて～ 

 

12/2 

（金） 

１３：００ 

１．海外取引等に係る源泉所得税の執行の動向 

（１）平成 26 年改正による帰属主義の導入の影響 

（２）統計資料からみる税務執行 

（３）国税当局が発表している執行方針 

 

２．源泉所得税に対する法務的なアプローチの重要性 

（１）源泉所得税という税金の特質 

（２）税務執行における法務的な検証の必要性 

（３）税務争訟の焦点は法務問題 

 

３．法律から見た源泉所得税 

（１）源泉徴収をめぐる法律関係  

（２）源泉所得税をめぐる法律構造  

（３）租税条約の機能と重要性  

 

４．源泉所得税をめぐる 5つの柱 

（１）「外国法人」の意義と範囲  

（２）「恒久的施設」の機能  

（３）「国内源泉所得」の範囲 

（４）意外に難しい「支払」  

（５）税務当局に対する「届出」  

 

５．ケーススタディ 

（１）貸付金の利子、債権譲渡、譲渡担保 

（２）株式の譲渡、配当 

（３）無形資産の使用料と役務提供に対する報酬 

（４）海外勤務者に対する賃金、役員報酬   

 

６．質疑応答 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

開催にあたって 

161627-0303  法務的側面から考える海外取引に係る『源泉所得税』の基礎 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） 

税込・資料代含 

法務的側面から考える海外取引に係る『源泉所得税』の基礎 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

和田倉門法律事務所 弁護士・税理士 石井亮 氏 

１７：００ 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
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